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第１章 名称及び目的

第１条 本会は「江東区立枝川小学校ＰＴＡ」 と称する。
第２条 本会の事務所は枝川小学校に置く。
第３条 本会は会員の向上と児童の幸福を願い次の目的をもつ。

学校と家庭間の相互融和のもとに教育の発展向上を図る。

第２章 活動

第４条 本会は第３条の目的達成のために次の活動を行う。
１．　よい教育環境をつくるために必要な活動。
２．　児童の校外生活の向上及び福祉を増進するために必要な活動。
３．　会員相互の理解並びに文化教養を高め、健康増進を図るための活動。

第５条 本会は次の部を置き、活動を遂行する。
１．　校内部　　 主に校内における学校行事や児童のための活動のサポート及び
　 　　　　　　　　 ＰＴＡ活動や学校の様子を伝える広報活動。
　　    　　　　　 部長は役員の担当副会長が兼任し、委員の中から、各活動ごとに
　　　　　　　　　 リーダー１〜２名程度、及び広報班と卒業対策班（祝う会）の担当については

会計各１〜２名程度を選出する。
２．　校外部 登校班編成など児童の校外における指導と安全を図る活動。

部長は役員の担当副会長が兼任し、委員の中から、リーダー１名
　　　　　　　 ・サブリーダー６名を選出する。
３．　仲よし学級 学校及びＰＴＡ間の連絡
　　　　　　　 代表１名以上

第３章 会員

第６条 本会の会員は、枝川小学校の児童保護者及び教職員とする。

第４章 役員及び委員

第７条 本会は次の役員及び委員を置く。
１．　役員 名誉会長１名（校長）、会長１名、副会長６～１０名程度、書記４〜６名程度、

会計２～４名程度、会計監査２名程度を置くことができる。
（但し、副会長、書記、会計は各々教職員１名を含み、必要により若干名
増員することができる。）

２．　役員の任期 役員の任期は原則として２年間とする。そのため、校内部及び校外部を
経験したものとみなすことができる。ただし校外部は所属する登校班の
委員人数が充足している時にのみ適用される。

３．　委員 （１）　校内部委員(１〜５年生クラス数×３名・６年生クラス数×２名以上
　　　 及び教職員)

　　　　　　　　　　　 （２）　校外部委員(各登校班の地区より１〜５名程度及び教職員)
４.   委員の選任 （１）　校内部　原則として、在校中、一児童につき一度(対象第二子まで）

　　　 はこれを経験するものとする。（第三子以降必須ではない)
（２）　校外部　原則として、在校中、一児童につき一度はこれを経験する
　　　 ものとする。校外部リーダーを経験した場合は、校内部の委員を
　　　 経験したものとみなすことができる。

５．　実行委員 （１）　役員（会計監査を除く）
　　　　　　　　　　 （２）　各部部長（校内部・校外部は各担当副会長が部長を兼任）

（３）　校内部委員ならびに校外部委員を務める教職員
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第８条 役員及び委員の選任は次の方法による。
１．　役員は、選考委員会において選出し、会員総会の承認を得る。
　　　選考委員会は、実行委員会が兼任する。
２．　各部委員は、各学級において互選する。
３．　校外部は、各地区の会員の中で互選する。
４．　各部リーダー・サブリーダー・会計は、各部委員の互選による。

第９条 役員及び委員の任務は次の通りとする。
１．　会長は本会を代表し、会務を遂行する。
２．　副会長は、会長を補佐し、会長の事故のある時は会務を代行する。
３．　書記は総会及び実行委員会の議事を記録し、各種会合の通知など庶務一切を担当する。
４．　会計は会長の命を受け、本会の金銭の収入支出を記録し、年度末には会計監査を経た
　 　 上、決算報告をする。
５．　各部委員は各部活動の積極的企画研鑚と各学級担任との密接なる連絡をはかり会務の
　　　遂行に協力する。
６．　校外部委員は各地域の実態を把握し、学校と地域との連絡提携をはかり速やかなる会務
　　　の遂行に協力する。

第１０条 本会に顧問・相談役・参与を置くことができる。会長は顧問・相談役・参与を必要に応じ会議に
召集することができる。
顧問はＰＴＡ会長を１年以上務め、その任を終えた者とする。
相談役・参与は、本会のため特に実績があり、実行委員会で認められた者とする。

第５章 会議

第１１条 会議は次の３種とする。
１．　総会 ５月までに定期総会を開催し、前年度の活動報告と決算の承認及び

当年度予算を審議し、決定する。また、役員の承認を行う。
２．　委員総会 ４月に新年度の委員を選出する。なお、緊急の場合において、総会を

開催できない場合、委員総会をもって総会に代替することができる。
また、実行委員会において必要と認められた時は、臨時総会及び委員
総会を随時開催することができる。

３．　委員会 委員会は次の通りとして随時開催することができる。
(１)実行委員会 会務の執行、緊急事項の処理、各部活動企画の審議承認、

予算案の審議
(２)各部委員会 部活動の積極的企画研鑚並びに実行委員会の承認を得た

活動の執行をする。
４．　開催方法 会議は対面形式における会議の他、書面、電磁的方法、オンライン会議

システム等、事前に本部役員会が定める方法により、会員に周知の上、
議決権の行使が出来るものとする。
尚、いずれの総会・委員会も開催できない場合、会議の趣旨に反しない
範囲で本部役員会に一任できる。

第１２条 校長は学校代表とし、役員並びに委員としての資格をもって各種会合に出席することができる。

第１３条 総会の定足数は会員の５分の１とする。
会議はすべて参加者の過半数の同意をもって決定する。
会則改正は全会員の３分の２以上の同意を要する。
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第６章 会計

第１４条 会員は定められた会費を負担する。但し、１日でも在籍した場合、会費は月単位とし日割りは
しない。

第１５条 会費金額は委員総会において予算審議の時、暫定的に決定し、会員総会において承認を
うける。

第１６条 本会の経費は、会員寄金及び事業収益金をもってこれに当てる。
第１７条 会計年度は４月１日より翌年３月３１日までとする。

付則 １．　会長は実行委員会の承認を得て、第１１条３項に規定する以外に、必要
　　　に応じて特設委員会を設けることができる。
２．　特設委員会に委員長１名、副委員長若干名を置くことができる。
３．　①　本会則は平成２年５月より発効する。
　　　②　平成６年５月改正し発効する。
　　　③　平成７年５月改正し発効する。
　　　④　平成８年５月改正し発効する。
　　　⑤　平成１０年５月改正し発効する。
　　　⑥　平成１２年２月改正し発効する。
　　　⑦　平成１８年５月改正し発効する。　
　　　⑧　平成２３年５月改正し発効する。　

　　　⑪　平成２８年４月改正し発効する。
　　　⑫　平成２９年４月改正し発効する。
　　　⑬　平成３０年４月改正し発効する。
　　　⑭　平成３１年４月改正し発効する。
　　　⑮　令和２年５月改正し発効する。
　　　⑯　令和３年５月改正し発効する。
　　　⑰　令和４年５月改正し発効する。
　　　⑱　令和４年１２月改正し、令和５年４月１日発効する。
　 　　　　ただし、校外部においては「令和５年度校外部委員総会」をもって、発効とする。
　　　⑲　令和６年５月改正し発効する。

　　　⑨　平成２５年５月改正し発効する。
　　　⑩　平成２７年４月改正し発効する。
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